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岡崎市交通政策会議要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、岡崎市附属機関設置条例に定めるもののほか、岡崎市の交通政

策に関わる諸問題について協議し、より良い交通政策を策定し、実施するために

設置する岡崎市交通政策会議（以下政策会議という。）に関して、必要な事項を定め

るものとする。

（事務所）

第２条 政策会議は、事務所を愛知県岡崎市十王町二丁目９番地に置く。

（協議事項）

第３条 政策会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。

⑴ 全市的かつ総合的な交通政策の策定及びその推進に関すること。 

 ⑵ 道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令第75号）に基づく地域公共交通会議と

して、一般乗合旅客自動車運送及び自家用有償旅客運送に関する協議を行うこと。

⑶ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）に基づく

協議会として、地域公共交通網形成計画の作成及び実施に関する協議を行うこと。

⑷ 地域公共交通の確保・維持・改善に向けた地域の特性・実情に応じた最適な移

動手段の提供等を図るための計画の作成に関する協議及び実施に関する連絡調

整を行うこと。

⑸ 前各号に掲げるもののほか、当政策会議に必要とされること。 

（組織）

第４条 政策会議の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

 ⑴ 総合政策部を所管する副市長 

⑵ 関係する公共交通事業者、関係団体、道路管理者 

⑶ 市民または利用者の代表 

 ⑷ 中部運輸局長（愛知運輸支局長）又はその指名する者 

⑸ 愛知県警察、学識経験者その他の政策会議の運営上必要と認められる者 

２ 委員の任期は、委嘱された日の属する年度の翌年度末までとする。ただし、委員

が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３ 委員は再任されることができる。

４ 第１項の規定による身分又は資格に基づいて委員に委嘱された者が、その身分又

は資格を失ったときは、委員を辞したものとみなす。この場合において、第２項た

だし書の規定により補欠委員を委嘱するときは、当該職を辞した委員の身分又は資

格に準ずる者のうちから委員を委嘱するものとする。

（会長、副会長）

第５条 政策会議に会長及び副会長を置く。

２ 会長及び副会長は、学識経験者から市長の指名により定める。

３ 会長は、政策会議を代表し、会務を総括する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
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（会議等）

第６条 政策会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

３ 委員は都合により会議を欠席する場合、あらかじめ会長に代理の者の氏名等を報

告することにより、議事に参与することができる。

４ 会議の議事は、原則として全会一致をもって決するものとする。ただし、意見が

分かれたときは、出席委員の４分の３以上の賛成で決するものとする。

５ 会議は、原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円

滑な議事運営に支障が生じると認められる協議については、非公開で行うものとす

る。

６ 会長は、必要に応じて委員以外の者に対して、資料を提出させ、会議への出席を

依頼し、助言等を求めることができる。

７ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

（協議結果の尊重義務）

第７条 政策会議で協議が整った事項については、委員はその協議結果を尊重しなけ

ればならない。

（協議済み事項の軽微な修正・変更）

第８条 政策会議において協議が整った事項に関する軽微な修正・変更について

は、関係機関と協議の上、政策会議での協議を省略することができるものとす

る。

２ 前項における軽微な修正・変更とは、別表１に掲げるものとする。

（岡崎市交通政策会議分科会）

第９条 会長は第３条に掲げる事項について専門的な調査、検討を行うため、必要に

応じ政策会議に岡崎市交通政策会議分科会（以下「分科会」という。）を置くことが

できる。

２ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。

（事務局）

第10条 事務局の設置及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。

（監査）

第11条 政策会議に監査委員を２名置く

２ 監査委員は、会長が指名し、政策会議の会計監査を行う。

３ 監査委員は、会計監査の結果を会長に報告しなければならない。

（財務に関する事項）

第12条 政策会議の財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。

（委任）

第13条 この要綱に定めるもののほか、政策会議の運営に関し必要な事項は、市長が
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別に定める。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

別表１（第８条関係）

・バス停名称の変更

・バス停の新設又は廃止を伴わない経路の変更（運賃、料金の設定、変更を要する

ものを除く）

・経路の変更を伴わないバス停の新設、位置変更等（運賃、料金の設定、変更を要

するものを除く）

・運行本数の変更を伴わない運行時刻の修正


